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序　課題の設定
第 2次大戦後，公務員の勤務評定では，職階制が暗礁に乗り上げたところで，給与法が代替策とし
て適用されてきたが，それは給与の分類はできても，職階制のように，試験，任免，研修等人事管理
全般にわたる基礎とはならなかった。他方，教員の勤務評定については，全国教育長協議会「試案」
をモデルに勤務評定が実施されたが，いわゆる「勤評問題」もあって，多くの都道府県では形骸化し，
人事に生かされない実態が進行した
1
。そして，勤務評定は，基準となる職務分析が弱く，実際の多
くが年功序列と学歴そして評価者の一方的評価で進められ，しかも秘密扱いという「日本的慣行」が
進行した。それは教員の資質向上にも人事管理にもつながらない欠陥があった。
産業界でも同様の事情にあったが，高度経済成長期の 1970年前後から新たなステージを迎えたと
ころで，まず日経連が人事管理の抜本的改革に乗り出した。それは能力と実績に基づく能力主義評価
と成果主義人事管理である。この方式が公務員及び教員の評価制度改革に影響することになるので，
本稿では，産業界の能力主義人事管理を中心に歴史的に分析することで，その基本的考え方と評価シ
ステムを検討し，「結び」では，「目標管理による教員評価制度の成立前史」という観点から，注目す
べき論点を考察する
第 1章　年功序列・学歴・終身雇用の人事管理
日本の産業社会における賃金制度は，戦後，生活難の時代で最低限の賃金を保障する「生活給」か
ら始まり，まもなく米国式の「職階制と職務給」の導入が試みられたが日本の企業風土や職場慣行に
合わないために，すでに戦前から確立していた「年功制」が支配的になっていた。
日経連能力主義管理研究会では，勤務評定の日本的慣行について「われわれの先達の確立した年功
制を高く評価する。今日までの日本経済の高度成長を可能にした」一つの制度的要因であったと評価
しながらも，それは，「技術革新のテンポが緩やかで，進学率も低く，経験と学歴が能力の指標であ
り得た時代」という条件下で成立しているもので，その限りで，「能力主義的要素を多分にもってい
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た」というのである。「いわゆる年功的人事労務管理制度は，家族制度にもとづく年長者尊敬の伝統
的思想の社会的基盤と，経験の蓄積と能力向上の一致，技能労働力の企業内養成と封鎖的労働市場，
それにともなう終身雇用制の慣行の形成，新規学卒労働力の豊富な供給などを要因として大正時代の
初期に成立し，戦後は労働組合の要求によって強化，一般化され，今日にいたった」と捉えられてい
る
2
。伝統的な人事管理は，日本の家族制度に深く根ざし，学歴別に就職した若者は，年功による経
験によって能力が向上し，その企業内で欠かすことのできない人材となり，生涯にわたって企業への
忠誠を尽くすなど，他の国には類を見ないほどの有効な機能を果してきたのである。
しかし，時代の変化につれて機能不全に陥ることになった。「年功主義的人事管理の場合といえど
も，能力評価は必要なのであるが，それが現実的に果す役割からいえば，たとえば管理職登用に当っ
て一部の不適格者を識別する場合などいわば消極的に活用されることが多く」，通常の人事管理では，
積極的に活用されることが少なかった。さらに，「年功制の陥った欠点」は，「自発的意欲喚起の効果
がより少なく，とくに能力のある者のモラールをより低くとどめ」，「バイタリティーを乏しくさせ，
従業員をなれあい主義，適当主義の労働に陥らせる傾向」を招いた。それは「組織内の人の和を維持
することに重点をおく内部志向型」の人事管理であった
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。
そのような欠点の多い年功制の打開策として 1960年代からは，職能給制度と資格制度が広がった。
それまで産業界では「職務制」で管理されていたが，決められた領域以外の職務に就くことは，その
専門性の趣旨からして不都合であり，職務の責任と権限との関係で賃金が決定されているので，専門
外に異動することは本人にとって不利益であり，企業にとっても不都合な制度であった。結局，米国
から影響を受けた「職務制」は，職業風土や習慣の違いで挫折することになり，実態はやはり年功制
と学歴で人事管理が進行したのである。
それでは，これを打開する職能給制度と資格制度とはどういうものであったのか。「社員が行う職
務に対して評価するのではなく，社員が保有する職務遂行能力に対して評価が下される。職務遂行能
力とは，どのくらいの量の仕事ができるのか，どのくらいのレベルの仕事ができるのかについて分
析・評価される」。これは「賃金と職務の分離」及び「昇格と昇進の分離」をもたらした。職務制は
年齢・能力に関係なく同一職務同一賃金で専門性を重視したが，これを変更して，職務遂行能力を重
視すれば賃金に差が出るので「賃金と職務は分離」される。また，賃金の等級が昇格しても，管理職
などへ昇進するかは別とする「昇格と昇進の分離」の策も採用された。これによって柔軟な人事が可
能になり，企業としては課題対応の体制がとりやすくなった。さらに資格制度を併用して，職務遂行
能力によって職能等級をつけ，これを「資格」とすることで，「社員の身分を保障し」，「『資格』とい
う名前によって，社員はそれぞれの立場を理解し，さらに職能等級の向上」をめざす努力を促すこと
が期待された。この制度によって，一定の「資格」に到達した者は，その専門性に関わりなく，担当
領域外の課長職に就くことが可能となる。あるいは，課長職に就けないで，「資格」と賃金だけを上
げてプライドを持たせることもできる。
このような職務能力と等級制の「資格」は，能力主義的に徹底すれば賃金格差が生じてしまうので，
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実は年功制も加味された。「定期昇給に関しては能力評価を前提とするとしながらも，実際は経験の
評価という形で自動的昇給となっていた。同様に昇格に関しても，経験の評価というスタイルをとっ
ていた」。その大きな仕掛けが「同一等級上での滞留年数」の設定である。仮に上限を 5年とすれば，
5年経過で「自動的に昇格」するシステムであり，逆に下限を 3年とすれば，各級 3年を経ないと昇
格しないので，どんなに優秀な若手でも，年功を積まない限り高い「資格」に上がれないことになる。
だから，職能資格制度の実際的運用は，「職能給で発生する賃金格差をなるべく少なくすることが付
加された能力主義」であったと言える
4
。
勤務評価の側面で見ると，職務遂行能力という「職務」から切り離された通用性のある能力を評価
することは，曖昧な評価がつきまとうことになる。当該職務の基準ではなく，例えば課長一般のレベ
ルを査定するので，課長のポストが空いてなくても，相応の「資格」として評価することが可能にな
り，勢い，年功や「情意評価に重きが置かれ」，「職務に係る具体的技能よりも組織人としてのノウハ
ウの蓄積」が求められることになった。「職能給は，査定によって昇進に遅速の差を産み出すとはい
え，昇格期間の管理を通じて，概ね勤続年数に比例した能力プールを形成・維持することを主眼とし
ており，早期の選別を目的とするものではない」ので，やはり年功序列と学歴主義という日本の伝統
的な人事風土に落ち着くことになったのである
5
。
第 2章　能力主義管理と自己啓発による能力開発
ところが高度経済成長を経ることで，時代は新たなステージへ入り，日経連は，旧来の伝統的な人
事管理制度の仕方では限界が大きいと判断し，能力主義管理研究会を設置したのであった。時代の変
化によってもたらされた企業の課題は，（1）労働力不足，定年延長，賃金の大幅な上昇。（2）大学教
育の「量的拡大と質のﾊﾞﾗﾂｷの増大」。（3）技術革新の進行と再訓練。（4）外国技術輸入依存から自主
技術開発。（5）ハイタレント・マンパワーの開発。（6）企画部門・専門職への需要増加。（7）価値観
の変化とモラール維持向上。（8）実力本位の「青空のみえる能力主義的人事管理」など，8項目が挙
げられた。日経連はこれらを要約して，「少数精鋭主義」と「能力給」つまり「能力主義管理」の採
用を提唱するに至る
6
。
それは，①キャリア育成（自己啓発意欲の喚起），②モチベーション，インセンティブの重視，③
年功・学歴など形式的処遇からの脱皮，④能力評価の手法の確立，⑤個人別人事情報管理である。日
経連は，「自分自身の進路について一定の見通しのもとに計画をたて，それを実現しうるように長期
的，組織的に自己啓発を行ない，自らのキャリア（職歴）を自らの責任において形成する意識を涵
養することが，能力主義管理下における能力開発の中心とならなければいけない」と提案している
7
。
「自分自身の進路について一定の見通しのもとに計画をたて，それを実現しうるように長期的，組織
的に自己啓発」を行うなど「能力開発」が中心となる。かつての命令⇒服従から納得⇒協力への転換
である
8
。
図表 1「内と外からの動機づけ」のように，高度経済成長が頂点にさしかかった時代になると民主
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化も進み，金銭・物品などの外的刺激ではなく社員の自発的な自己啓発が注目されるようになった。
「内からの動機づけ」では，欲求・必要感と目的への動因が，「外からの動機づけ」では，賞罰・競争
と参加，結果の説明が重視された。日経連は，権力的に平等な組織づくりを要請しつつ，さらに自己
啓発のために社員 1人ひとりの「自我概念の確立」まで打ち出した。むしろ，従来は「自我」を殺し
て「モーレツ社員」になることで，エコノミック・アニマルと揶揄された日本人であったが，ここに
きて，「人的能力の育成において，自己啓発はその中心的概念」とまで宣言し，社員の内面から意欲
を引き出すことを重視した。「自己啓発は本来社員自身の問題であって，周囲からの働きかけはあく
まで補助手段」であるとしながら，「内側から鍵がかかっている」状態では，「人的能力の育成」はで
きない。その鍵を開けるために，「自分は何ものであり，何を欲し，何をなさねばならないかという
自覚」を持たせる手立てが必要である。そのために①自我概念の確立と実現，②自己啓発の目標の設
定など 7項目が提案された。社員の自我と自己啓発を強調した場合，所属企業との整合性をとること
が困難になるが，これを適切に導くために企業は，「期待される社員像を明示」することが要請され
た。「期待される社員像は，それによって企業の要求と従業員個々人の要求とが総合されうるもので
なければならない」という。そして「結論的には，自分の仕事に誇りと自信を持つ各分野の権威者」
になることが期待された
9
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これと軌を一にして，教育政策でも「期待される人間像」が 1966（昭和 41）年に打ち出されてい
る。社会人の第 1は，「仕事に打ち込むこと」が強調され，「社会は生産の場であり，種々の仕事との
関連において社会は成立している。われわれは社会の生産力を高めなければならない。それによって
われわれは，自己を幸福にし，他人を幸福にすることができる。そのためには，われわれは自己の仕
事を愛し，仕事に忠実であり，仕事に打ち込むことができる人でなければならない」というのであっ
た。高度経済成長の過程で，勝ち組と負け組の新たな社会階層と分裂・対立が生まれ，職業への「貴
賤の別」意識とともに「モーレツ社員」たることへの疑問も出始めていた時期であるだけに，国民一
人一人に自分の境遇を納得させ，かつ生産力を高めて世界第二位の経済大国をより一層発展させるこ
とが政策の課題であった。そこで，「期待される人間像」（第 3「創造的であること」）では，「建設的
な人間とは，自己の仕事を愛し，それを育て，それに自己をささげることができる人である。ここに
図表 1　内と外からの動機づけ
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いう仕事とは，農場や工場に働くことでもよく，会社の事業を経営することでもよく，学問，芸術な
どの文化的活動に携わることでもよい。」と，どんな社会階層の職業に就こうとも，とにかく仕事に
自己を捧げることが要請されたのであった
10
。教育では，このような観点からの生徒指導が要請され，
1968（昭和 43）・1969・1970年学習指導要領改訂では，能力開発を目ざして後期中等教育の多様化政
策が開始されることになった
11
。
日経連能力主義管理研究会は，自己啓発と自我概念を重視する上述の考え方について，「人間中心
主義」であると自称し，今後の勤務評定の在り方について次のように提案した。「一口でいえば，現
代経営のマッチした革新的人間中心主義の上にたちながら，企業目的に貢献するもの，すなわち業績
（成果）中心主義を合わせて貫こうとするもので，具体的には人間尊重と業績中心主義とを『目標管
理による管理』により調和実現し，この目標による管理の重要な一環としての『業績評価』を新しい
能力評価システムの中心に」据えるものである，と。
人間尊重と業績評価，この矛盾しがちな 2つを，従業員自らが目標設定する「目標管理」によっ
て調和させようという構想である。科学的管理法の発案者である F．テイラー（Frederick Winslow 
Taylor, 1856年 - 1915年）は生産現場の近代化を成し遂げたが，「この時代の工場の理想は完全オート
メーションの無人工場であり，人間を機械に付属」させるというマネジメントの考え方であると同研
究会は捉え，その特徴を「機械化指向的能率至上主義」と批判した
12
。しかし，「現在は，技術革新
のテンポが著しくスピードアップし，製品や，製造技術の生命は極度に短縮」したので，「定型化さ
れた方法を能率的に実施する」という仕方だけでは「他企業に勝」てない，「どうしても，他に先が
けて新製品・新製造技術を開発」しなければ，企業の「存続すら困難」な時代となった。「このよう
な技術開発をなし得るのは人間だけである。そこで技術革新の時代は，かつての機械化指向的能率至
上主義ではなく，革新指向的人間中心主義に移行せざるを得なくなってきた」というのである。
他方，企業側だけでなく，従業員自身においても「人間中心主義」は意味があると説く。「人間は
労働（仕事をすること）を通じて自己の能力を啓発し，人格を向上させ，人間全体の成長をとげ得る
ものであり，労働の中に本当の生き甲斐を見出し得るものである」。企業の目的は，「一言でいえば業
績の向上」であるが，「人間尊重の考え方を基礎におき，従業員の個人目的を達成させながら，企業
目的を達成するということにあり，『能力評価の再編成』はこの課題を解決する方向でなされなけれ
ばならない」と提案した
13
。
「個人目的」と「企業目的」が共に達成できるのが「人間中心主義」で，その具体化が「目標によ
る管理」と「業績評価」であるという説明である。それは企業業績と個人所得とが共に急増した高度
経済成長期を反映した考え方で，「個人目的」と「企業目的」とが楽観的に「人間中心主義」に収め
られている予定調和論と言える。これを人事評価システムとして具体化したのが次章で検討する「目
標による管理」である。
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第 3章　「目標による管理」の能力評価システム
「企業目的の達成と，個人目的の達成を一致させることが今日の経営の課題である」としても，そ
れはどのようにすれば可能となるのか。「業績主義」と「人間中心主義」との矛盾を解決するために，
次代のマネジメントとして登場したのが「目標による管理」である。目標設定に際して，「各人がそ
の設定に参画し，自分で設定したと感ずることが極めて重要で」，これによって，上から課された「ノ
ルマないし課業」ではなく，自分の描いた目標として認識し，「各人に強い責任感と，目標達成の意
欲と情熱がでてくる」ことが期待されている。それは「組織のメンバーとしての個人の自主性を尊重
しながら，企業の目的，企業の目標達成に貢献するもののみを認める」という考え方である。「『目標
による管理』の観点からの能力とは，『目標を達成する能力』」に尽きる。この提案の業績中心主義
による能力評価システムでは，「仕事の成果を継続的にフォローアップし，能力の伸長過程を検討し
てその育成をはかるという，いわば成果およびその基底にある能力を動態的」に捉える，と説明さ
れた
14
。
能力を直接に測定する方法はないのか。「能力というのは潜在的なものであり，ある人がその能力
（潜在的）を発揮（顕在化）して，ある仕事をなしとげた場合，そこにあるものは，潜在的な能力と，
完成された仕事との関係，すなわち『能率』と呼ばれるべきものがあっても『能力』そのものを直接
に把握できるものはない」。比較的客観的な知能テスト，技能検定，体力テストあるいはペーパーテ
ストなどがあるが，結局は「一時点の個人能力発揮をみて能力を推定」しているに過ぎない。しかし，
日経連能力主義管理研究会が提案する「能力主義管理」の新しい能力評価システムでは，「企業に必
要な能力」を評価するのであるから，「能力は，仕事の成果（業績）からその程度を推定する以外は
ない」と捉える。したがって「継続的に観察する『業績評価』が中心となるべきである」という。「業
績をつうじてその個人の能力や適性を判定し，この判定を配置・異動・昇進及び能力増進（教育・
訓練・自己啓発）ならびに昇給・賞与の重要な資料とする」というのである。それでは，その業績
評価は，どのような基準でどのように進めれば良いのであろうか。米国では，「職位記述書（Position 
Description）」と同時に「期待される成果（Expected results）」が作成され，「与えられた仕事に対して，
どの程度の業績が期待されているか，その業績基準（performance standard）を明らかにし，業績判
定の客観的尺度を設定する方法がとられている」という事実をふまえ，日経連がこの種の研究を進め
ることで「目標管理による能力評価」の人事管理システムを打ち出し，遂には，このシステムが日本
でも主流となったのである
15
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J社の例では，専門職について「職務記述書（Job Description）」が一つ一つの職位毎に作成される。
「一つ一つの職位に特性があり，他の職位と一括することができないからである」。これは専門職であ
る教員評価も同様であるが，「職位記述書は，その職位のなすべき主要業務を列挙したもので，その
職位に配置された人は『何をなすべきか？』が記述してある」。ただし，「これだけでは不十分なので，
『どの程度達成すべきか？』という期待される成果を記述した『業績基準（performance standard）』
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が必要になってくる」ので，「業務遂行度評定項目表」と「業務目標」とを各職位で作成し，「この 2
つを合わせて『業績基準』の機能を持つようにしている」。前者は，「期待される成果を一般的に記述
したものであり，いわばその職位の存在理由とでもいうべきもので，比較的変更のないもの」である。
例えば J社の工務部動力課長代理のそれは 1．操業管理，2．操業の調整，3．事故防止など 14項目
が指定されている。後者の「業務目標」は，「その職位の業務遂行によって期待される成果のうち重
要・緊急なもの，すなわち，特定の期待成果」で，図表 2「業務目標判定表」のように，「本人が記
入する」ものであり，それを達成する方法も記述する。いわゆる「目標による管理」の方式で，この
図表 2　業務目標判定表
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記述は半期ごとであるが，その際，上司から期首と期末に「話し合い指導」がなされ，本人への動機
づけを促しながら，業務目標及び自己啓発プランを決定することになる
16
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業績評価を通じての能力評価であるので，「各人が業務目標をもって各期の仕事に立向かう」こと
が，「業績評価の第一歩」となる。「業務目標が天下り的に上司から一方的に指示され」，「本人の参加
が希薄」であると「目標のノルマ化」になってしまうが，ここでは「自らの努力によって目標を達成
したという満足感自体が金銭や，地位にかえられない本人への報酬」であると捉えられている
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能力評価は「仕事の成果として現れたものだけでなく，仕事を遂行する過程において発現された
諸々の事実を手がかりとして」評価しなければならない。「ナマの事実に対する解釈，あるいは推論
の幅なり奥行が広いので，究極的には評価者の主観的判断に依存する度合いが強くならざるを得」な
いなど，「評価の困難」が指摘されてきた。そこで「最近の傾向では，一般に能力を職務中心，すな
わち職務遂行能力」を「中心にとらえることが多くなっている」。「賃金形態が従来の属人的性格から，
職務給，職能的性格に移行するに従い，昇給制度の概念が職務との関係，すなわち各従業員個々人が
担当する具体的な職務により，昇給を決定する」ように変わってきた。「このような賃金形態の性格
変化が，評価でも業績評価に重点をおく傾向を促進した。したがって今後の昇給評価は，従業員個々
人について，当該期間内の担当業務に関する業績を中心に評価する方向に進まねばならない」と，日
経連能力主義研究会は結論している
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第 4章　産業界の新しい人事制度
（1）M社のグレード人事制度
M社は，1972年に資格制度を導入して，資格に基づく人事制度を運営してきたが，「会社に対する
貢献度と処遇の不一致，結果としての年功的運用，資格制度による人員配置の制約」など，「制度疲労」
を来たしているとして，1993年から見直しを図り，「人材育成・能力主義を理念」に改革を進め，「新
たな価値創出にむけて社員自らの意識や行動の変革を促すとともに，そのモチベーションの高揚をは
かる」という新人事制度を 2000年 4月に導入した。
その第 1がグレード制，第 2が時価主義，第 3が成果評価システム，そして第 4が高い透明度である。
第 1の「グレード制」（図表 3）は，従来の資格等級制度を廃止して大括りとして，人事上の融通性
を広くした。その基準が第2の時価主義で，当該時期に「創出した『成果』は個人の処遇に大きく反映」
させる仕組みである。「過去の蓄積ではなく，貢献度に応じた『時価評価』を反映させることにより，
年功的運用を払拭する」。「その結果，たとえ若手でグレードが低くとも，大きな成果をあげれば年収
は従来の部長並みとなる」など，年俸制が採用された。第 3の成果評価システムでは，「従来は期初
に設定した『目標』の達成度を基準としていたのを，実際にその期に創出した成果の大きさを絶対的
に評価し，納得性を」高めたという。そして第 4が透明性の追求で，成果評価体系をオープンにした
（図表 4　「成果評価システムの概念図」）。評価項目は，①職務・職責，②能力・スキル・経験，③意
欲・勤務態度・努力，④業務遂行のための具体的行動，⑤外部環境，⑥結果の 6点である
19
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そこで大事なことはミッションの確認である。「ミッションとは，各人が期待される主要な役割，
数値目標，重要業務課題である」。期末での評価は当然であるが，M社は従来の目標管理制度と能力
評定・業績評定を一歩進めて期末だけの成果評価に集約した。期初の目標設定に囚われるよりも，そ
の期間中に果した成果を評価する方が実際的であるし，納得性も高いということであろう。それでも，
期初にミッションを確認する。「直属上長・本人間でその期のミッションを設定し，その内容につい
て所定の用紙に記入のうえ，直属上長および本人で保管する」。期中は，上長は部下の成果創出の度
図表 3　グレード制
10 教職研究科紀要　第 8号
合いを把握して，必要な指導・援助を行ない，最後の期末においては，被評価者が「その期に自分が
生み出した成果について，その内容を成果申告・評価シートに記述する」。この方式を採用している
理由は，「評価する側だけでなく，被評価者にも同等の評価のアカウンタビリティ（説明責任）をも
たせ，かつ被評価者の創造的・主体的な成果行動を促」したいからである。
成果評価の流れは，成果の自己申告に続いて直属の上長評価（第 1次評価），次いで第 2次評価そ
して最終評価へと進む。評価者の「基準を統一し公平さを高める」ために人事部が部門ごとに評価者
会議を実施し，「全グレードについて評価分布状況の実態を検証する」。「最後に，評価の納得性を高
め，人材育成を推し進めるため，成果評価の確定後，直属上長から本人に対して良かった点はさらに
伸ばし」，改善点についても指摘するという段取りである。単に上長の評価だけでなく，評価会議の
最終結果を伝えること，また，その際に評価ポイントと反省点を伝えることが求められている。この
ほか，M社は，FA制度，事業公募制度，社内スキル登録システム，そして社外人材公募制度を導入
し，人材育成では，プロフェッショナルスクール等を設置し，さらに部課長を評価対象として，その
上司・同僚・部下が評価するトライアル評価も試みている
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2015年現在進行中の，教員評価の目標管理システムと比較すると，期間内に入ってくる予定外の
新たな業務も含めて成果を評価するシステムは，より一段進化した目標管理と言える。ややもすると
最初に設定した目標にだけ熱心な勤務態様が出現することで，目標設定自体が形骸化しかねないから
である。またM社の FA制度や研修システムも注目される。教員の世界では，既存の研修システム
が年代や役職に応じて一応確立しているものの，他面，個々人の勤務評価結果に対応した改善システ
図表 4　成果評価システムの概念図 
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ムを構築するという観点から見ると，硬直した研修システムになっているという問題がある。
（2）N社のコンピテンシー人事制度
N社は，これまでは職務等級制度と職能資格制度を採用してきた。それは 1965（昭和 40）年ころ
から始めた制度で，多くの有力企業で採用されている人事制度であった。「全組合員の職務分析を行
い，各職務をポイント化し，その結果にもとづいて処遇する精緻な仕組み」で，「納得性の高い制度
といえる一方，制度のメンテナンスに多大な労力を必要とするため，職務供述書の改版が追いつかな
かった」という。また「職務供述書は評価の基準であると同時に育成・成長目標でもあるが，特にホ
ワイトカラー職場においては，その職務を行なっているか否かの判断がむずかしく」，かつ改善方法
を示すこともできないので，「評価基準や育成・成長目標としては不十分」であった。その結果，「格
付けが不明確となり，入社年次による一律的な格付けになりがち」で，「一方，資格制度は能力の定
義があいまいであり，年功的な運用となっていた」という。こうして N社は，しだいに学歴主義と
年功序列そして終身雇用制に陥っていたと反省している。
そこで N社は 2000年 10月に 30年ぶりに人事制度を改革し，「評価・処遇・育成の職務等級制か
らコンピテンシー」に変えることとした。改革の方針は，「成果につながる行動を具体的に示して，
その行動がとれたかどうかで処遇する」というシンプルな仕組みとした。そのために役割に応じた職
群を設定し，その枠組みをもとに N社流のコンピテンシーモデルであるプラクティスファイルを作
成し，制度の簡素化・オープン化をはかって行動と処遇の関係をクリアにした」という。旧制度では，
主任以下は仕事給制度と資格制度によっていたが，その仕事給制度を廃止し，「新たに設定した『職
群』と『資格区分』により格付けし直した」（図表 5　「職群・資格区分」）。A職群と B職群は事務・
技術系業務で，Aは「創造的・革新的な職務」，Bは「効率化・改善を進め乍ら業務を遂行する職務」，
C職群は製造・検査業務，D職群は警備などの特殊な業務である。各職群は「プラクティスの難易度
図表 5　職群・資格区分 
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に応じて 3～ 7の階層に分けられた」。従来は，総合職と一般職とを「複線型」ではなく「同一の体
系で処遇」してきたが，「ホワイトカラーの役割は多岐にわたっており，仕事の与え方，成果期待，
評価基準，育成方針などを一律的に考えることに無理が生じて」いたという。
各職層内をプラクティスで数層に分けられたが，そのプラクティスとは，「成果向上のための必要
な具体的な行動やスキル」で，「各職場で高い効果をあげている社員のベストプラクティスであり，
これをまとめたものがプラクティスファイル」である。観点を変えれば，職層の 1級～ 7級それぞれ
について，「経営者が社員に対して『成果をあげるためにこのような行動をとってほしい，このよう
なスキルを身につけてほしい』という期待を示したメッセージ」であり，コンピテンシーモデルであ
る。「したがってプラクティスファイルは評価基準，育成・成長目標，キャリア開発目標であり，会
社が求める人材を早期に大量に確保することを目的としたツールである」と説明されている。プラク
ティスファイルの作成では，「『こうあるべき』という仮定の行動ではなく，高業績者が実際にとって
いる具体的な行動をできるかぎりみたままの状態で記述するようにすると，観察が可能であり評価の
納得性が得られやすい，また，再現が可能（ものまね）であると育成・成長目標としても有効である。
いわばベストプラクティスの共有をはかる仕組みであり，ナレッジマネッジメント施策ととらえるこ
ともできる」。また，プラクティスファイルは，N社の「全社共通に尊重すべき価値や行動の基準を
示した」プラットフォームプラクティスと，より上位のプロフェッショナルプラックティスとから成
る。前者は，コア・コンピテンシーモデルに相当するもので，「全社のさまざまな部門の部長 60名に
優秀な部下の行動についてヒヤリングを行ない，ベストプラクティスの収集」をすることで作成され
た。後者は，ファンクショナル・コンピテンシーモデルに相当するもので，「職種・部門ごとに必要
とされる成果に結びつく行動やスキルの基準を示したもの」である。しかも，「行動モデル」（コンピ
テンシー）だけでなく，その基礎となる「スキルやノウハウの要件を『研修受講』『資格取得』『語学』
（TOEICスコア）という客観的な指標で定め」られた。能力評価の段階は能力・キャリアレビューで，
プラクティスのアセスメント評価だけでなく，達成できていないプラクティスについては，具体的な
向上目標を設定してプランを立てなければいけない。それが「プラクティスの向上プラン」あるいは
「キャリアプラン」で，本人と上司との面接を通して記入することが求められている
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N社の人事考課は，（1）プラクティス遂行状況評価（能力・キャリアレビュー）と（2）成果評価（業
績レビュー）とによって実施される。いずれも絶対評価であるが，人事考課は，「職群・資格区分ご
とに評価母集団を構成し，その中で相対的に評価する」という「2WAYマネジメント」（図表 6）で
ある。プラクティスなど能力・キャリアレビューが重視されている割に，業績評価についてはあまり
詳細な説明は見られない。N社の労働組合の説明図によれば，成果の評価は達成度に難易度を掛け合
わせたもので，その成果は，もともと組織目標があって，これが個人目標に下ろされ，それに即して
業績レビューされるという仕組みである
22
。その成績によって，一時金業績と人事考課に反映するこ
とになるが，その段階で，自己評価と上司評価をめぐって話し合いがもたれる。企業全体の業績を上
げることが目的とはされているが，昇格要件の確認や等級昇格にとっては，能力評価が重視されてい
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る。業績を上げれば，一時金業績や人事考課に反映することは当然であるが，それ以上に，基本的な
能力が成長したかどうか，これをプラクティスファイルにより評価することが一層重視されている。
要するに，業績以上に期待される人物に成長することが昇格のポイントになっている。
N社のコンピテンシー評価で注目したいのは，プラクティスファイルの作成とそのナレッジシステ
ム化である。教員評価でもプラックティスファイルは採用されているが，ナレッジシステム化されて
ないので，進化しないで固定化され，形骸化に陥る危険性がある。
（3）T社の人事制度
T社は，1991（平成 3）年から目標管理制度を導入していたが，「形骸化」していたという。その
原因の「ひとつには目標設定のためのシートが複雑で枚数も多かったこと，ふたつめには組織業績向
上のためのツールとして各部において実施，運用されていたものの人事考課との連動の仕組みとして
構築されていなかったこと，結果についてフォロー，トレースが十分に行われていなかったこと」で
あるという。目標設定のシートが複雑で，しかも目標管理が人事考課と密接に関連する仕組みになっ
ていないという評価のあり方は，今日の教員評価も同様であるので，しだいに形骸化を招く警告とし
て受け止めたい。
これを改善するために，1998年に図表 7「目標シート」のように 1枚に改善し，目標項目，成果基
準・目標（どれくらい，どのように，いつまでに），ウェート，難易度の 4つの欄に簡潔に記入する
様式とし，「目標の達成度と業績考課を連動させ目標の達成度がその期の賞与の査定に直接反映する
仕組みに見直」した。「目標管理制度が単なる評価のための道具にならないように」種々の方策をと
り，かつ，「納得性を高めるために，目標シートには期末に自分自身で『実施した具体策と実績・成果』
と『自己評価』を記入する欄も新しく設」けたという。
人事考課には，業績考課とともに，能力考課としてコンピテンシー評価も入れられた（図表 8）。
コンピテンシーは，一般社員の指導 1級の場合 7項目が設定された。その項目だけを挙げると，1.リー
図表 6　2WAYマネジメント 
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ダーシップの発揮，2.折衝・調整・信頼関係の構築，3.情報収集・専門知識，4．的確な原因分析及
び判断，5．本質的な課題設定および創造的発想，6．目標達成のための取り組み，そして 7．説得力
のあるプレゼンテーションなどで，その項目ごとに具体的な行動事例が3つのレベルで示されている。
業績考課は一時金のボーナスなどの賞与に反映させ，コンピテンシー評価は昇給・昇格に反映させる
図表 7　目標シート 
図表 8　コンピテンシーの評価項目 
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仕組みである（図表 9）。人事管理は一般に業績評価と能力評価とを並行して進めるのが一般的であ
るが，T社では，業績考課と職務行動評価の 2つとし，職務行動評価は，抽象的な能力ではなく業務
に即したコンピテンシー評価で構成されている
23
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以上，先進的事例と評される 3社の勤務評定と人事管理について検討してきたが，いずれも「目
標による管理」で，企業の目的に沿って，従業員の自発性を引き出そうとしていることがわかる。M
社は評価結果と研修スクールとを連動させて，個人が抱える問題を改善させるシステム，N社はナ
レッジシステム化したプラクティスファイルによって期待されるコンピテンシーを絶えず進化させる
システム，T社は簡便な評価シートにしてコンピテンシー評価を昇給・昇格に反映させるシステムを
採用していたことが注目される。
結び　能力主義・成果主義評価制度に対する注目すべき論点
1960年代から，従来の年功序列ではなく職員の職務遂行能力によって評価をしようという能力主
義の動きが始まり，1970年代以降，多くの日本企業で新しいシステムが採用された。評価対象は顕
在能力（業績）だけでなく潜在能力（将来的可能性への期待），専門的知識，そして態度（性格・意欲）
などで，評価結果によって待遇に差をつけるという職能資格制度が導入された。その運用においては，
滞留期間を設定することで，年功・学歴・終身雇用と一定の折り合いをつける仕方がとられ，言わば
「穏やかな能力主義」を採用することで日本的な雇用慣行が出来上がってきた。
1990年代になると，バブル崩壊による厳しい経済情勢を反映して，成果主義を導入する企業が多
くなった。短期的な業績や成果だけで評価し，それに至るまでの努力の過程は軽視して，報酬や人事
を決定するという人事管理である。本来は，知的な仕事のホワイトカラーを対象とした評価制度で，
時間で拘束しない裁量労働制や，目標管理を用いた評価制度，そして業績連動型賞与か年俸制などが
一般的なシステムである。多くの利益や成果を創った者には高い報酬を支払うという原則である。
そこで，従来の能力主義管理と成果主義との長所を併用した人事管理が，多くの所で進められるよ
うになった。それぞれの職場の実態に応じて，いくつかの評価方法を組み合わせる仕方が確認できる。
それは要するに，中期的な育成の観点からの能力（資質）評価と年度ごとの目標管理による業績（成
果）評価の 2点の向上をはかることで，全体としての成果を向させるという考え方である。この能力
図表 9　人事考課と処遇との関係 
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主義と業績（成果）主義の大きな波が，産業界はもちろん，公務員そして教員社会にも押し寄せて来
ることになるのであるが，公務員・教員評価については，いずれ稿を改めて考察したい。
以上のように能力主義と成果主義とをふまえた上で，注目すべき論点について検討してみよう。第
1に，プロフェッショナルな人材を育成しようという観点から見ると，「成果主義＝管理主義」に陥っ
ており，「とてもプロフェッショナルなど育ちようがない」環境にあるという見解が注目される。そ
もそも「プロフェッショナルとは，高い専門性と職業倫理をもちながら，顧客（依頼主）満足度が高
いアウトプットを自分の頭で考え，問題解決していくことができる人材」であり，「自由と自己責任」
が必須であるにもかかわらず，成果主義は逆行していると指摘されている。プロフェッショナルな人
材を産み出そうとするなら，自由な環境の中で「自分で問題にぶちあたり，自分で悩み，自分で何が
必要かを自分で判断する」ことで，プロフェッショナルな人材育成ができる。その点，目標管理は，
リーダーシップの名の下に上から目標を提示して，社員全員がそれに一丸となって合わせることが理
想とされているので，とてもプロフェッショナルな人材育成はできないという主張である
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。教員を
プロフェッショナルとして位置づけるなら，参考になる意見である。
第 2に，業績主義は日本的労働慣行の中で本当に人を育てるか，資質向上につながる評価であるか
という問題である。日本では様々な部署を回して徐々に上級の職位に上げていくので，1960年代以
降多くの企業で職能資格制度が採用されてきた。それは課長職など同格の他の領域にも通用する能力
を評価する，あるいは通用する能力育成を目指して配置替えをする制度で，「職務に係る具体的技能
よりも組織人としてのノウハウの蓄積」を求めるものであった。その結果，現在の業績をあまり重視
しないマイナス面となり，年功序列や学歴主義の温床ともなったが，職能資格制度の良さは，未来の
ポストの能力育成に繋ぐことで，日本的な労働慣行に合致する面が大きかったことである。これを止
めて，現在の職務の業績だけを評価することは，未来に繋ぐ能力形成の線を弱めてしまいかねない危
険性がある。端的に言えば，現在の職位での業績と成果は，その職位への妥当性を示してはいても，
上位の職位を担うに足ることを証明はしていない。成果主義は，職能等級制度よりも業績を高めるこ
とのできるシステムではあるが，見えない能力は評価しないやり方であるので，日本的な労働慣行に
合致するのか，あるいは，日本の労働慣行は，成果主義に合うように今後変化していくと見るべきな
のか，という問題である
25
。
第 3に，第 2の問題と同根であるが，日本の労働慣行では，チームワークによる仕事がほとんどで
あるので，個人の業績評価は不適切ではないかという問題である。「わが国は世界でも稀な同質的社
会であり，個人の集団に対する忠誠・帰属心は他の諸国に比べて高く，これはわが国の民族的資産で
ある。目標管理，QCサークル，ZDグループなどの活動は小集団に対する忠誠から従業員に満足と
意欲を与え，大きな成果を導く。役割（職務）尊重のチームワークが現代的な輪であり，集団主義で
ある」。「その点，権利義務一本にもとづく欧米の能力主義とは異なる」ので，日本的労働慣行の中で，
本当に個人の成果・業績評価が妥当性を持ちうるのかという問題指摘である
26
。
本稿では，産業界を対象に，目標管理による能力主義人事管理の動向を分析してきたが，考察する
17目標管理による教員評価制度の成立前史（水原）
に，結局のところ，どんな評価システムをとろうが，評価者側の評価能力が一番の大きな問題である
と思われる。目下，目標管理の教員評価が進行中であるが，教員だけが勤務評価から逃れることは難
しい環境において，どのような教員評価が望ましいあり方であろうか，その場合，考慮すべき点とし
て，上記の（1）プロフェッショナルを評価するに相応しいあり方，（2）目下の業績だけでなく未来
につながる評価のあり方，（3）チームワークによる仕事の中での個人の評価のあり方，そして（4）
これらをふまえて評価者側が深く洞察して対象者を評価できる能力を有していること，という 4点が
確認できた。目下進行中の「目標管理による教員評価」を分析検討するうえで，大切な視点としたい。
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